
要旨：【目的】２回にわたる看護師の腰痛の実態調査を踏まえて、腰痛予防に資するための職員研修を行った。これらの取り組
みから新たな知見を得ることを目的とした。【方法】当院看護師に対して、腰痛の実態調査を２回実施した。腰痛有訴率はそれ
ぞれ、61/113名（55％）、75/128名（59%）であった。この結果を受けて、当院の全職種、12部署の全職員246名を対象とした職
員研修を対面と動画配信視聴形式で行った。職員研修終了後に12部署別に質問を受けつけた。【結果】12部署中の10部署から回
答を得た。各部署の質問内容は、ストレッチや疼痛のセルフケアについて（６件）、介助方法について（１件）、環境整備やコル
セット着用等について（３件）であった。これらの回答を参考にして、腰痛予防ポスターを作成し掲示した。【考察】今回の取
り組みの意義を強調できる点は、組織で取り組むことで、交代制勤務を行う従業員も含む全職員に対して、腰痛予防対策を周知
できたことである。今後も腰痛対策や職員教育の充実を図っていきたい。
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Ⅰ．目的
　厚生労働省が公表する「業務上疾病発生状況等調
査１）」によると、腰痛による労働災害申請は、多様
な職種の中で保健衛生業である医療介護職が、他の
業種の中で最も多く、1997年度に375件であった申
請件数は、2010年度に1257件となり、2018年度には
全業種5016件のうち、保健衛生業が第１位で1533件
と全体の約30%を占め、年々その数は増えている。
腰痛はプレゼンティーズム（出勤しているにも関わ
らず、心身の健康上の問題が作用してパフォーマン
スが上がらない状態）の要因であることが報告され
ている２）、３）。国外の報告では、労働者を含む市民
に対して行われた調査で、腰痛の正しい知識を普及
させることで、医療費が15%軽減したとの報告があ
る４）－６）。また、国内では、労働者の腰痛予防教育
の有用性を報告７）した先行研究もある。
　厚生労働省の慢性疼痛ガイドライン８）では、慢
性痛に対する有効な介入手段として運動と教育指導

が推奨されている。医療・福祉領域での介護・看護
作業の腰痛予防対策の必要性は高く９）、法人や企業
の経営者にとっても、腰痛を解決することは生産性
向上にもつながる重要な健康問題の１つである。職
業性腰痛や医療介護従事者に生じる腰痛には、要介
護者の抱え上げや不良姿勢による腰部の生体力学的
過負荷に加え、作業条件、作業環境、労働衛生教育
等の複数の要因が関与すると言及されている10）。看
護師の腰痛に関する90件の文献を対象とした腰痛有
訴率は、過去20年間大きな変動はなく、60%を超え
ていたとの報告11）がある。看護職の腰痛には、体
位変換や移乗介助、長時間の立位での業務による、
身体的な要因に加え、ストレスの多い職場での勤務
による、心理・社会的要因も関与すると報告されて
いる12）。
　当院は、地方都市の二次救急中核病院としての役
割を担い、急性期から在宅に至るまで地域において
医療と福祉を提供している一般病院である。主な診
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療科は内科、循環器科、外科、消化器科、整形外科、
総合診療科、脳神経外科、腎臓内科、皮膚科、泌尿
器科、糖尿病外来等、14科の診療科を標榜しており、
病床数は一般病床133床、地域包括ケア病床45床の
178床である。これまで当院において職員の腰痛予
防などの衛生、リスク管理は行われていなかった。
また職員の腰痛の要因を知る機会も限られていた。
さらに、新型コロナウィルス感染症（Coronavirus 
disease 2019；以下、COVID-19）の影響で、研修
において外部から講師も依頼できない状況であっ
た。そこで、当院では理学療法士が有志でHRIP

（Horie Rehabilitation Industry Project）という産
業理学療法チームを立ち上げ、職員の腰痛予防や労
働環境改善のため、腰痛の実態を把握する調査や、
メディカルチェックを実施、健康の重要性を情報発
信し取り組んできた。
　上記の諸点を踏まえて、本稿では以下の構成で論
を展開する。まず、当院に勤務する看護師に対して
アンケート調査を２回実施した。これらの結果を受
けて、理学療法士が委員会に参画、研修の講師とし
て全職員に腰痛予防対策の教育、普及する職員研修
を担当する機会を得た。そして、一連の調査と活動
から得られた知見を集約することを目的とした。

Ⅱ．看護師に対する１回目の取り組み
　2019年４月15日～30日に実施した１回目の調査で
は、当院看護師113名（男性13名、女性100名）に対
して腰痛に着目したアンケート調査を行った。調査
項目は、基礎属性（年代・性別・経験年数）、生活
要因として出産経験、平均睡眠時間、ストレスの程
度（10のうちの割合を自覚症状として表記）腰痛の
有無、腰痛の程度（Numerical Rating Scale以下、
NRS）、腰痛を感じる作業とした。意識調査として、
①業務での腰痛対策、②腰痛予防に関連して理学療
法士に関わってもらいたいこと、③仕事への不安に
ついて回答を求めた。質問紙は、筆者らが独自に作
成したものを使用し、指定箇所への投函とし回収し
た。質問紙を回収した後、基本属性と生活要因を記
述統計で検討した。
　１回目のアンケート結果は、腰痛のある人は62名、
ない人は51名であった（有効回答率:79%）。腰痛有

訴率は55%である。また過去１年以内に腰痛を経験
したことがある人は90名（80%）、腰痛の程度は
NRSで4.9±2.3であった。腰痛を感じる作業として
は体位変換・ベッド上移動55名（48%）、オムツ変
換と移乗介助が共に52名（46%）の順に高かった。
理学療法士に求めるものはストレッチ、と回答した
ものが57名（50%）と最も多かった。腰痛により仕
事に不安を感じたことがある者が47名（42%）であっ
た。
　2019年10月10日～11月18日に、看護師53名（男性
８名、女性45名、平均年齢38.9歳±11.0）に対して
メディカルチェックを実施した。項目は①柔軟性（下
肢伸展挙上、トーマステスト、しゃがみ込み、踵殿
間距離、指床間距離）②関節可動域テスト（股関節
内外旋、屈曲、伸展）③骨盤傾斜角④筋力（腹筋群、
背筋力、片脚立位）⑤腹直筋離開⑥立位疼痛動作⑦
立位足圧分布測定（下肢加重・フォースプレート分
析）である。対象者へ全項目の結果を記載したフィー
ドバック用紙を配布し、対面で柔軟性陽性項目に対
して、ストレッチとセルフケアの個別指導を実施し
た。その際のリスク管理として、事前のアンケート
より既往歴や受診歴の有無を把握し、問診では神経
症状等の重篤な疾患の可能性のあるRed flag signの
有無を確認した上で、理学療法介入の可否を判断し
実施した。Red flag signに該当する方は、医療機関
への受診を促すように留意した。個別指導の際には、
セルフストレッチ時の姿勢や方法の注意点を対面で
指導するとともに、注意点を記載したストレッチや
体操の写真入りパンフレットを配布した。また、ス
トレッチの内容や手順をシンプルなものにして伝え
るように工夫した。

Ⅱ．看護師に対する２回目の取り組み
　第２回目のアンケートの調査期間は、2020年４月
15日～５月２日に実施した。調査対象者は、同一対
象者だけではなく、異動や退職があったことや、業
務上の都合で参加できなかった看護師もおり、第１
回目の調査対象者とは異なる対象者が含まれる。看
護師128名（男性16名、女性112名）とした。２回目
のアンケート結果は、腰痛がある人は75名、ない人
は53名であった（有効回答率:87%）。腰痛有訴率は
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59%である。腰痛保有者の腰痛の程度はNRSで平均
4.01±1.8であった。１回目の調査と比較して腰痛が
軽減した人は58名中25名（43%）であった。アンケー
ト実施後より、腰痛に対する意識が変わった人は77
名中36名（46%）、メディカルチェックを受けて自
身の身体への意識が変わった人は44名中31名（70%）
であった。

Ⅲ．２回の調査を踏まえた職員研修
　2021年２月、COVID-19感染対策中に、院内医療
安全対策委員会より依頼を受け、理学療法士が委員
会に参画、研修の講師として全職員に腰痛予防対策
の教育、普及する活動機会を得て、職員研修を開催
するに至った。多職種と連携し、産業理学療法の観
点から、職業性腰痛のリスクマネジメント、腰痛の
予防と減少、ウェルビーイング向上と健康管理、安

全で働きやすい職場をつくることを目的にした腰痛
実態調査と職員教育である。
　１回目・２回目の調査を受けて、現場での腰痛対
策の調査活動は、院内の医療安全委員会や上層部に
も知られ、職員の全体研修で講師として教育、普及
する活動機会を得たので、状況が変化することを目
指し、職員教育の内容を検討した。
　健康管理では、腰痛の危険因子、生活習慣因子、
作業の始業前や仕事の合間の職種別体操や休憩中、
業務終了後にできる体操やストレッチの実技指導
で、日本理学療法士協会の研修用資料13）を活用した。
作業管理では、長時間労働や仕事量が多いと腰痛リ
スクは上昇するため14）作業時間の量の把握が重要
となる。特にベッドや車椅子への移乗での持ち上げ
動作や、姿勢に対する注意点の指導（図１）、腰部
に負担の少ないパワーポジションを指導した。なお、

図１　講義用資料一部
　講義時のスライドの一部分を示す。下肢を自由に動かせるよう、机の下は足元のスペースを確保するように助言や指導をした。
作業管理、作業環境管理について、移乗時の悪い例等、実際の職場や現場での画像を多用し、具体例を出して、身近に感じても
らえるように工夫した。
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図２　多職種への腰痛を防ぐ介助指導の実演
　腰痛を防ぐ介助法の指導を看護師や介護士に理学療法士が実演している一場面を示す。対象者の重症度や介助量を多様に設定、
シミュレーションし行った。このような実演指導は、教育指導力や組織的なマネジメント力を養う面がある。

当科では実演を交えた多職種への腰痛を防ぐ介助指
導を年１、２回定期的な指導を実施、継続している
ため、この知見も採用した（図２）。作業環境管
理15）では、デスクワークでの姿勢や作業スペース
の環境のポイントや動作を指導した。実際に病院内
の医療従事者や事務職員が使用している場所や現場
の写真を撮り、工夫や改善点を加工し、好事例と悪
い例の比較を写真や図で提示した。心理社会的要因、
職場の人間関係がストレスとなり腰痛が悪化するこ
ともあり12、14、16）人間関係が円滑に進むようライン
ケア（上司が部下のメンタルヘルスのために行う個
別・組織的アプローチ）や、セルフケアの重要性を
強調し指導した。このためには、上司や周囲のサポー
ト、長時間勤務の管理も大切であることも言及した。
さらに、労働衛生教育、5S活動や腰痛予防指針９）、
学際的診療ガイドライン17）を再確認した。リスク
マネジメントとしては、職業性腰痛予防対策の知識
の習得、体操やストレッチの重要性の再認識を促す

ことにした。
　事前に、院長および副院長等と医療安全対策委員
25名に対して、40分間の対面での講義と実技を実施
した。その様子を動画撮影録画したものをMP4に
取り込み、各部署のパソコンにあるオーダーリング
システムで視聴できるようにした上で、全職員に配
信した（図３）。研修の対象は、当院の全職種、12
部署の全職員246名である。COVID-19感染対策の
ため、動画配信視聴形式とした。視聴期間は2021年
2月22日から１か月間とした。
　視聴終了後に12部署別に質問を受けつけた。質問
項目は、研修に対しての自由意見のみで、無記名自
記式とした。全職員ではなく、内科、外科、整形外
科、地域包括ケア病棟の4つの病棟と、医事課、医
療相談室、栄養科等の12部署から部署別に受けるこ
ととした。12部署中の10部署から回答を得た（回答
率:83%）。各部署の質問内容は、ストレッチや疼痛
のセルフケアについて（６件）、介助方法について（１
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件）、環境整備やコルセット着用等について（３件）
であった。これらの回答を参考にして、職員が主体
的かつ継続的に取り組めるように、2021年4月に腰
痛予防ポスターを作成し掲示した（図４）。

Ⅳ．倫理的配慮および説明と同意
　ヘルシンキ宣言に基づき倫理的な配慮を行った上
で実施した。アンケートとメディカルチェックの対
象者には、事前に目的、協力の任意性等を文書およ
び口頭で説明を行い、承諾を得た。この際、個人情
報の保護や参加途中での協力が断れることを説明
し、同意を得た。また、本報告を行うにあたり医療
法人三省会堀江病院より許可、承認を得た。

Ⅴ．考察
　１回目のアンケート調査においては、過去１年以
内の腰痛経験者が80%に加え、腰痛により仕事への
継続に不安を感じたことがある者が42%いる状況で

あり、業務上での腰痛に対する啓発と対策の必要性
が高いことが示唆された。仕事で腰痛を感じる作業
としては、ベッド周りの介助動作が多い結果となり、
腰部への負担が少ない動作指導や、ベッド周囲の環
境設定の提案などの必要性が高いと考えられた。ま
た腰痛対策としてストレッチを求める声が多く、柔
軟性の評価を実施しストレッチ指導で関われる可能
性がある。また、ストレスの程度に着目する意義が
示唆された。職業性腰痛には、筋骨格系の機能障害
だけではなく、ストレス、心理・社会的要因も一因
である18）と指摘されるようになってきた。看護師
の腰痛を取り巻く要因は、多岐にわたるため、理学
的要因、労働環境に加え、心理的要因も評価した上
で、腰痛対策を展開する必要があると考える。
　２回目のアンケート結果に関しては、腰痛に対す
る意識が変わった人は46%であったのに対し、メ
ディカルチェックを受けて、自身の身体への意識が
変わった人は70%であり、メディカルチェックの様

図３　院内医療安全委員会、全体研修の様子
　全体研修の一場面を示す。対面と動画視聴を、並行して行うことで、感染対策だけでなく、職員が自由に視聴する時間帯を選
択できる、働き方改革との両立も図れた。腰痛予防の体操やストレッチの実技指導で健康管理を学んだ。
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な直接的な介入を行うと、より意識変化が得られや
すいことが示唆された。これらの２回の調査から、
看護職において腰痛有訴率は50%を超えており、研
修などの理解を深めるための場を作ることで、より
腰痛予防対策に対して、周知してもらうことができ
るのではないかと考えた。
　研修においては、視聴率は院内の医療安全の全体
研修であり、すべての職員が視聴することを義務化
しているため、全職員が視聴している可能性がある。
これは、無関心層にも広く、多角的に腰痛予防の知
識や情報を普及できると期待する。一方、腰痛出現
時の対応方法に苦慮している意見があり、自己管理
に対しての運動指導や教育の必要性がある。また、
過度に腰部をかばう思考や動かさないことによる腰
痛増悪もリスク要因の１つであり、痛みのない範囲
で活動することが望ましい19）。
　今回の取り組みの意義を強調できる点は、組織で
取り組むことで、交代制勤務を行う従業員も含む全

職員に対して、腰痛予防対策を周知できたことであ
る。また、無関心層への啓発や動画配信拡張による
研修の効率化とCOVID-19感染対策の両立、講話だ
けでなく体験型としたことや、多職種と協働して実
践したことである。課題は、リアルタイムでやりと
りできないため、自己管理が可能な腰痛かどうか、
の判断を多職種に伝える難しさである。また、腰痛
の要因は業種による個別性にもあると考え、今後は、
個々の部署や職種の業務特性に最適化した教育を検
討したい。職員が心身ともに健康で、元気に長く、
働き続けられるような環境整備は、健康を守るだけ
ではなく、病院や組織全体の価値を、高めることに
つながる可能性があると考える。健康寿命の延伸や
医療費介護費の抑制、将来的には介護予防の取り組
みにもなる。
　本報告の限界として、一般病院の看護職による結
果であり、一般化するには限界がある。また、アン
ケート調査はデータをマッチングしていないため、

図４　院内、事務所内へ掲示用の腰痛予防ポスター
　腰痛予防対策の実践のため、職員が主体的に取り組めるように腰痛予防ポスターを作成した。腰痛予防への行動変容、習慣化
や継続することが重要であることを強調し啓発した。
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縦断調査とは言い難い。研修においては、質問紙の
回収数を個人ではなく、部署別に実施したため少な
いことや、視聴率は専用の測定機器などを使用して
いないことである。それらの数値的なアウトカムが
少ないことから、客観的な評価が十分にできていな
いことも懸念される。さらに、研修実施後の詳細な
調査をしていないことは、今後の課題と考える。
　労働安全衛生や公衆衛生の観点においても、2次
予防の早期発見から、１次予防である健康づくりや
未然に防ぐことにシフトする潮流がある。勤労者の
慢性疼痛対策等は、高齢労働者の就労支援や転倒予
防とともに、産業理学療法領域において、国民に対
して広く貢献し、理学療法士が職域拡大できる、大
きな可能性を持っていると考える。腰痛を予防する
ことだけでなく、腰痛があっても、職場でより良く
働き続けられるような地域社会の実現を目指して、
実践活動を継続していきたい。
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